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7 ● 東 南 ア ジ ア 諸 国 の ま ち づ く り
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1.シンガポール

SmGAPORELA汁DLATAl

1-不動産売却
字地建設業者 (管雫及び認可)法 (250童,1970年度改訂版)､修正案のため

通告 S334/1970 (規定よりJTCを除く)

S308/1973( 〝 )
S176/1981 墓地建設業者 (免除)通告､1981

規則 S2/1985 事地好設業者規､1985
S3/1985 宅地建設業者 (事業報告)規､1985

商業地所売却法､1979 (第14条は1979年のもの)､修正案のため

規則 S4/1985 商業地所売却規､1985
住事地法､1976(夢18条は1976年度の)､修正案のため (1983年再版)
通告 S198/1976 住宅地通告､1976

S199/1976 住宅地 (認可取得者)通告､1976
S176/1980 住宅地 (外国企業)通告､1980
S285/1983 住宅地 (外国企業)通告､1983
S135/1977 住素地 (免除)通告､1977
S161/1981 住宅地 (免除)通告､1981

規則 S16/1984住宅地規､1984
虎売人免許法 (214章は1970年改訂版)
競走 S315/1983 歳売人免許 (料金)規定､1983

2-計画及び開発規制

計画法 (279章､1970改訂版)､修正奏のため
通告 SPS164/1964計画 (免除)通告､1964

S148/1963 計画 (土地認可の進展)通告､1963修正案のため
S193/1966 計画 (PSA)通告､1966
S163/1985計画 (開発負担金の利子)通告､1985
S43/1962 マスタープラン親､1962､修正案のため
S151/1981 計画 (開発)規､1980､修正案のため

S29/1980 計画 (開発負担金)規､1980,修正案のため
Sll/1981 計画 (USECLASSES)規､1981

計画同意取り消し法､1974 (27条は1974)
境界線+測量図法 (265章､1970年改訂版)､修正案のため
通知 S1250/1923 境界線+測量図規､1923

S328/1973 35(2) (b)項下の通告
S355/1973 境界線+測量図規薙､1973
S26/1974 35 (2) (b)項下の通知
S34/1974 境界線+測量図規定､1974
(繰り返し)

建築規制に関する法のリスト

3-不動産推持及び管理

建築物+共用地 (碓持+管理)法､1973 (23条は1973)､修正案のため
通告 S33/1983 建築物推持基金通告,1983
規則 S25/1974 建築物+共用地 (維持+管理)規,1974､修正案のため
管理者法 (40章､1970年改訂版) partsIII,IV+Ⅴ
帝神陣等+治療法 (162章､1970改訂版)

SS 9-20,22-24
土地改良法 (273責､1970年改訂版)
土地推持+管理に関するその他の法令のリスト
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LawsoftheColonyofSGP.

189童 好築士
PARTl.建築士協会の設立

2.廻築士またはその他の董卓

3.請負者の登録

4.違反と処罰

5.総括

220童 個別訪問と街頭集金に関する規制
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The Politics ofUrban Develop ment inSingapore

Introduction:改変の課題への対応
概論

計画の前遺条件

計画の原動力
計画の社会的環境

第 1部 シンガポールの計画の前提条件
1.資源､技碑､そして行政能力

2.政治的手腕 :市民行動団体
混清の改源
平和へのステップ
強化コントロール .

第 2部 計画の原動力 :カラン盆地開拓計画(Kal1angbasinrcclanationproject)
3.市民行動団体の都市開発

都市開発の起源
行動準備

見落とされた問薦
4.カラン:障壁となる人々に対する扱い

予算組みと官僚

再設定と再住着
土地の獲得と土地所有者

5.カラン計画の成功と失鮫
開拓 :迅連な実行
基本計画を作成する:活発な訴整

斉業のための計画 :効果的な実姉

再住豪族 :不完全な情報
産業のための計画 :不充分な調査

幅広い計画 :たずねられず､答えられていない問題

芳3部 計画の社会的環況

6.土地利用計画 VS.シンガポールの政治
土地利用への確立したアプローチ

土地利用への代替アプローチ
政治が代替アプローチに対して非互助的である理由

7.シンガポールと他の都市地域

市民の参加と中流精練
シンガポールとボストンにおける開発
政治的能力と低所得

8.シンガポールと他の先進国

産業化と中流特級
都市開発 :シンガポール vs.HAVAh-A
政治能力と低所得者

9.環境､コミュニティ､そして経済成長
アメリカにおけるモデル都市計画

シンガポールの市民領事委員会(Citizen'sconslativeComittees)
マレーシアの農地開発計画
利益団体政治の未来(ⅠnterestGroupPolitics)
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付録

i.省や政府機関の組織

2.省とその細分横甜リスト(1968年 1月)
首相執務室

副首相執務室

大蔵省

内務国防省

法務､国家開発省

文部省

文化 ･社会省

保健省

3.公的機関間の関係と民間との関係を供給する団体

4.公的機関蘭の甜係を供給する団体

5.公的機関と民間との闇の関係を与える団体

6.半､及び準公的機甜
参考文献
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(*SGP) A.Nh'L'ALREPORT 1968+1969

序論

PARTl,計画部局-マスタープランの代案､マスタープラン委員会､マスタープラン規寮に関する部
門別の勧告

PART2,･州及び都市計画

･全島物的計画
･調査及び分析
･調査研究団

･基本的計画糞料
･計画案､勧告及び共同作業
･総括

国連師団の訪問､基本図､農業会､職貞研修､学術論文

一付録-

Ⅰ.1966年のマスタープランの修正案に対しての1968年と1969年の裁可
ⅠⅠ.1968年12月31日現在､及び1969年12月31日現在に置ける幹部のリスト
ⅠⅠⅠ.1968年作成の学術論文のリスト
IV.1969年作成の学術論文のリスト

ー園一

義1.SCP(*STATE+CITYPLAitTlmh'G)管甥磯騨

図1.KAK計画

2.FnTGER計画
3.EGG計画

4.計画IF

5.CO.NCENSUS(*綴りは原本通り)計画
6.計画額想 iVO.10
7.MACROGRID計画

8..NEWCO乃PACTIDEAS計画
9.EASTBAND
I0.VESTBAND
ll.RINGPLAN(WITHMRT)
12.RIIGPLAh'(yITJOL-T.lRT)
13.SATELLITEPLAiN
14.土地及び建築物利用調査区域

15.施穀､設備､調査区域

16.交通､豪農調査区域
17.川岸倉庫謝査区域
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(*SGP) Ah'h'UALREPORT1970

序論

PARTl.計画部局-マスタープラン再考､マスタープランの代案､マスタープラン委員会､マスター

プラン規定に関する部門別勧告

PART2.開発管理部局一関発出願､大臣-の懇願､計画実地､開発乗用､都市通辞地区における現代

高層ビル及び商業ビルに認められる区画割合､登記計画､法廷要請､歳入

PART3.州及び都市計画一読査分析､調査研究団､基本的計画架料､計画案､勧告､及び共同作業､

中心地区計画と都市改造に甜する補助薬､国連再調査団の来訪､公開評論､職員研修

一回一

国 Ⅰ.1961-70年の間に寄せ られた開発出願
ⅠⅠ.i961-70年の闇に決定になった開発出願

ⅠⅠⅠ.1965-70年の間の歳入総額
碑園 Ⅰ.排水流域及び下水道

ⅠⅠ.都市考成中の現存要素

ⅠⅠⅠ.景戦要素

ⅠV.(*引き付ける場所と移動 )舶Glh:ETA#D沌OVE.1Eh'T
V.制限条件+好条件

VI.冷硬上の開発パターン
VII.中心管帝区連結状熊

VIII.給水 (*状況)
IX.エネルギー分布圭
X.予測発達段搾

地図

1.将兼に置ける主要道路網
2.将来に置ける主要道路綿での割当交通量
3.PASIRPAiVJAhTGアウ トライン計画

4.TAil'GLIhT アウトライン計画
5.調査済ショッピングセンター

6.密集地に置ける社会経済ランキング
7.英国軍事基地地域､位置

8.横道構想
9.事業盲己置
10.1992年雇用分布

11.主要線地帯集中状態

12.事業計画地域
付録

Ⅰ.マスタープラン委員会

ⅠⅠ.マスタープラン修正案に対しての1972年裁可
ⅠⅠⅠ.開発管額委員会

ⅠV.1970年度主要商業､工業/収用倉庫及び住宅開発に対しての容認

V.1961-1970間の､計画法令に基づく阿発秦
VI.計画辞行

VII.1970年12月31日現存の幹部のリスト

VIII.1970年作成の論文リスト
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2.マレーシア

L aws of Malaysia Act172Town andCountry P lanning

用連

序I

0n
称

釈

t
ti
堵

解

r
C
a
e

●

･

P
S
1

2
及び開始

partII 政策､赫政

3.-般計画政東

4.国家(state)計画委員会及びその磯節

5.地区計画当局

6.地区計画当局とその磯節

partIH 開発計画

7.計画地域の珊査

8.構成草案園の作成

9.溝成草案園の･作成に関連 した広報
10.妻員会による､構成草案園の番認もしくは否認

ll.早成図の変更

12.地区計画革奏園の作成

13.地区計画の草案園に関連した広報

14.地区計画草案園に関する諦査会とヒアリング

15.地区計画草案の採用

16.地区計画の変更,破棄､代替

17.規則制衆の権限

partIV.計画規制

18.土地建築物利用

19.計画許可無き甜発の差し止め

20.計画許可に反する開発の差し止め

21.計画許可の適用

22.適用の扱い
23.地区計画局の決定に対するアピール

24.計画許可の失効

25.計画許可の撤回と修正,及び建築物計画の承認

26.非公認の開発に関する違反

27.section19の違反の場合の (C.法律)施行
28.section20の違反の場合の (C.法律)許行

29･承認済み計画許可または建築計画啓語と栢反する開発における (C.法律)施行
30.要求通知書

31.認定人による (C.計画)遂行

partV 開発乗用

32.開発費用とそのための負担額

33.開発費用の決定

34.願発乗用の支払い
35.規則制薄の権限

part VI アピール委員会

36.アピール委員会
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partvII購入通知及び土地取得

37.特定の事例における土地成人要求通知

partVIII開発地域

38.開発地城主書

39.宣言の実行

40.保証の特別規定

41.地区計画当局は代理人を雇用 し､調停に入 り､法人団体を設立することができる

42.資金借入れの権現

43.土地 ･葉斉の処分の嶺唄

44.歳定制定の権現

partIX 加茂京

45.登記権限

46.芋類送声

47.育摂証明

48.文書による証明

49.音質郡作と証人としての出建か らの免除

50.芦訴

51.法廷の管轄権

52.額裁妨害に対する罰

53.公務員

54.行政当局保護規定

55.規傷また吐喪失に即する賠虞誇求に対しての補償

56.地区調査会及び ヒアリング-の Actl19の連用

57.料金 ･兼用の免除

58.規定制寅の権限

59.度存の計画法の廃止
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LAh'D ADXIl'IST RAT I O N inPE!llPl:SU LARMALA YSIA

I.この文書の目的

Ⅱ.全般的背景と統治

班.統織と統治

閉居

(1)州と地区レベルにおけるオペレーティングシステム
(2)権力と費任の吉己分 :集中と権力分散

(3)事務局苧環 ;職務配分と内部 遠賀
提案された解答

(1)再編成と敢務再分配 :集団会議体系

(2)土地管理者

(3)全般的事務局管理方法
(4)政府管理諌

Ⅳ.土地利用に関する体系と方法
問題

(1)衝突と重複
(2)体系と方法

捷奏された解答

(1)代表

(a)グループ番渡 (疎外､啓蒙)

(b)小地域と譲渡 (疎外､移転)
(C)調査許可
(d)農業の明確な現状の変化

(e)掠時の業務許可

(2)戟務単一化-形式利用

り
･ウ
･

V.他の貴大な間だ

(1)土地利用の遅れ
提案された解答

(2)事務局建築物と他の物理的要求
提案された解答

(a)事務局建築物

(b)家具

(C)経営 (?)設備

(3)法の旅行

提案された解答
政府施行団

Ⅵ.頼要と結論見解

Ⅶ.付録

(a) 土地申請書 :グループ譲渡管理
現状変化申請に尉する計画体系

土地事務局による作用

専門部門による作用
土地事務局による促進した作用

謝査許可に関する計画体系
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土地事務局による作用

鉱山の調査間による作用

他の専門部門による作用
土地管学者による促進した作用

土地と鉱山の政府取締役による作用

土地管学者による最終イ乍用
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PlanningWiththeUrbanPoor

1.ワークショップと研究論文

2.ワークショップ

A.額論

B.ワークショップ過程

額要

義 1.ワークショップの通巻と目的
課業番号

1.都市黄凶音のための計画の頚様

2.問鹿の定義と選択

3.戦時的目的の殻定

4.戦略記述

5.計画適訳のための規準の設定

6.実施における失敗の原因と矯正法

問鬼の定義と選択

戦時的目的の設定
表2.日的穀京参与者の理想的段挿構成

戦略記述
計画選択のための規準の殻衷

実施における失敗の原因と矯正法

C.討議結果

第 1課 都市における貧歯音のための計画の領域

第2課 間盛の定義と選択

第3課 戦時的目的の殻定
第4課 戦時記述

蓑3.目的の段作

第 5課 計画選択のための規準の設定

声6諌 実施における失無の原因と矯正法

付録A.都市における貧困者のための計画 ････

図1.連邦地域のための多重計画の全構造 ･･

図2.基本計画の順序と内容 ････････

多重構造

･提案

･提案

図3.貧凶者のための計画を顧慮した上での基本計画順序の図解

図4.区域 ･地域の計画の構成 ････････提案

図5.手段を利用する個別の区域 ･地域の計画の横道の稚敬

図6.計画の公式過程 (図4.ステップ4)
付録B.ワークショップ参考文献

付録C.ワークショップ参与著

3.研究

A.論文と討議の最重要点

都市における貧困者のための計画に対 して

都市における貧困者のための基本必需計画

研究課舞のパネルディスカッション

B.研究論文
1.都市における貧凶音のための計画に対して ･TheHen
AbdullarHajiAhmad,議会秘書､連邦地域大

2.クアラ ･ルンプールにおける低所得者のための計画の政治的､組織的包含 ･

Dr.対ohdShaharibinAhmadJabar,長官､国家行政機関

発展計画と方針 :政治的情況
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計画戦略 :いくつかのオプション
クアラ･ルンプールにおける低所得者のための計画 :残懲な選択

政治的包含
組織的旬含

4.都市低所得者のための基本必需計画 :
Dr.JackDiamond,SocialPlanningConsultant,
社会計画コンサルタント
1ational InstituteofPublicAdministration
国家行政機関による発行紙
基本必需計画の進化

附アプローチの論理(BasicNeeds)
Bh'計画の公式化

図1.ライフサイクルによる基本必需
BhT計画へのアプローチ
a.帝妻側

b.供給側
クアラルンプールにおけるBIVアプローチの作動化
個人領域が満足する基本必需

1)衣食
a.報酬を与えられる雇用-の (道)access
b.クレジットとローン施設への (道)access
c.企業家的機会へのアクセス

enterpreneuria1
2)運輸

3)住
満足される基本必帝

1)住居
2)教育

3)健康

4)安全と参加 (保護と共有9)
付録 早秦 :指導前/指導 質問表 ･･･自由形式

(pre･pilot) (Openended)

5.クアラ･ルンプールの都市低所得者のための計画とその地域的計画包令

Dr.Xamal Salih,学部長､比載都市科学学部､マレーシア私学大学による｡
都市低所得者とは誰か?
分析アプローチ

計画問題 (issues)
矛盾
結論

付録D.研究参加者
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3.インドネシア

Leaだal And lnsti t utio nal Changes
Dep artme nt of Public WorksAPowe r o f The Repu blic of Indo nesia

1.故事と推薦

2.土地登録と譲渡

3.土地と建物に関する安全の重要性

4.住事財政体系

5.土地思索と公共用途のための土地獲得

付録
A.基礎地域間鹿法律 1960
a.収用決議-1961
C.h'ewYork州都市開発自治体条例

D.住居所有者の公債条例 1933
(貯蓄と公債連合に関する地区)

E.連合の倖居公債銀行条例 (重要設備)

i.概要と推薦
1 序文
2 土地譲渡と登録

3 土地思索と公共用途
4 土地と建物における安全の重要性

5 住専財政体系

1)他の基金渡

2)基金め利用

3)抵当の補償

4)インドネシア住宅公債の設置

5)抵当の値段

6 結論

表 ;Chartl-1地域(HASTA.lAH)DIインドネシアにおける主な権利

2.地域登録と譲渡

1 序文
2 地域萱鏡の過去席史

3 現地域軸利の登録における創造誘引の間頗

1)権利明証としての登録閉居

2)行政手続きの簡易化

3)公式値段における削減 (連合)

4)初期登録

4 地域登録の拡強のための短連続計画

1)測貴と地図作成

2)新役員の養成

3)存続する雇人の妻成

4)新設備取得の値段

5)地域登鼻の短期間努力の支出

6)ジャカルタ計画の合計額

5 他の市のための発展 した地域登録計画

表 :地域譲渡と地域福利に関して

衷 :Chart2-2地域権利変更のための豊泉手数料

蓑 :Chart2-2地域畳錘手数料 (続)

3.土地と建物に蹄する安全の重要性
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1 序文

Partl 雇用取得協定

2 政府プロジェクトのための雇用取得協定(SEb'A-BELI)
1)政府機関による権利の容認における利根

2)雇用取得契約規定

1.権利の登録

2. の責務

3.分割払い期間

3)雇用取得契約に関する政府協定

付録1 雇用取得協克くSEyA-BELI)
Part2 抵当協定

3 Hypotheek協寅

1)結論

2)現存の状況

3)Hypotheek(西部地域における抵当)
4)crodietverband(インドネシア地域における抵当)

5)HakGadai(adatland保証)
6)Hypotheekの萱錬

7)債権者の権利の執行

8)法律統合のための他の必要点

1.Hakpakaiの妨害 (使用の権利)

2.地域における保証範囲の重要性

3.単独建物における保証の重要性

4 抵当証書

1)弁誰人の最終的力

2)排除無しの個粂

3)付帯事実の特権における限定への付加

5)我と登録乗用
5 他の報酬

付録2 Hypotheek証書の例

4.住宅財政体系
1 序文

2 財政制度の本質
3 基金源

1)個人貯蓄

2)恩給基金

3)生命保険梁塵

4 基金の利用

5 住居抵当を与えるための基準

1)抵当における利頚相場

2)供却期間

3)達成人口
4)最低賃金

5)抵当の最低､最高規模

6)最高公債の金鞍的割合
7)財政負祖

8)最低資産規範

9)悲当公債が払い戻されることによる綾済的手段
7 抵当再訪整指針

8 抵当と貯芋保管の保証
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9
10

アメリカ合衆国国際開発局住居保証の政府保証

袷結

義 :Chart4-1
Chart4-2
Chart4-3
Chart4-4
Chart4-5
Chart4-6
Chart4-7
Chart4-8
Chart4-9
Chart4-10

穿奏された住居抵当開発銀行のための流入表
アフリカにおける珪素抵当公債

ラテンアメリカにおける貯蓄と公債団体

TABA_1'AS貯蓄計画 (国漂開発貯蓄秦)
インドネシア銀行における期間現金 (現金供給合計の割合として)

各都市収入における$60-100の同の貯蓄成東

生活綬章指観､ジャカルタ (1966年9月=100)
生命保換 :総体の保険料収入
生命保険 :保証された袈

ジャカルタにおける収入分類

5.土地思索と公共用途のため地域獲得

1 序文

2 地域土地獲得のための公式の手続きの改善

1)現在の手続き
2)買収
3)地域獲得についての推薦
1.長官の買収の力
2.公共用途の定義
3.報酬の規範の定義

4)地域銀行
5)都市開発団体

3 土地思索の未来案

1)IREDA-1PEDA地域税
2)土地移掛 こおける税

3)個人による広野囲な所有権における限界
付録1 公共用途定義の革秦

付録

A.基辞地域間辞法律 1960
1960年の条例 No.5
土地保有主義における基礎規定
インドネシア共和国大統領

B.収用決議 1961
1961年の法律 iNo.20
土地における福利異収とその日的

C.NewYork州都市開発自治体条例

1.短い義男
2.立法上の認定と目的の報告書

3.定義

4.NewYork州都市開発組合
5.組合のカ
6.土地使用改善計画の譲渡契約または賃貸借契約

7.住居計画の改善計画の譲渡契約または賃貸借契約
8.産業計画の改善計画の讃渡契約または賃貸借契約

9.都市計画の改善計画の譲渡契約または賃貸借契約

10.練合の認定
11.建設契約
12.補助 :創造方法
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12.補助 :創造方法

13.実質的所有地の獲得
13a.州地域の譲渡
14.地方自治体や都市再建局からの実質的所有地の獲得

15.住居計画に関する特別規定

16.地方自治体との組合
17.組合の契約と文書

18.契約認可

19.契約または文書のための安全性 :計画の建設と獲得
20.積立基金と充当金

21.委託金

22.課税免除

23.合法的投資としての文革と契約

24.州との合意

25.契約弁済要濠のための州の条例
26.地方自治体と正当の分譲地への州の支払い

27,文書所有者と契約所有者の法的救済
28.組合の金
29.州役員､部門､委員会による援助

30.年間レポート
31.裁判所訴訟 :優先権 :裁判地

32.組合の重役と都市開発のための業務許間協議会の会員に関する規定

33.破棄させた他の法律の一貫しない親蕉
34.建設
35.分単性

D.住居所有者の公債条例 1933
(貯蓄と公債連合に関する地区)

･住居所有者の公債条例 1933
･政府 (連邦)貯蓄と公債組合
･法律と規則にしたがうこと

E.連合の住居公債銀行条例

･連合の住居公債銀行条例
･会員と非会員借り手の適碑性

･訪登と泉定の征服
･連合の住事公債銀行とSubscriptionThereto
･一般の力と銀行の義務

-47-



Housing De velopme n t Re pub l ic of lndone si a

住宅開発

インドネシア共和国

1973年 3月

海外技術援助機対
日本国政府

序文
領事と推奨

図1.大親頑な住宅計画案の原甥と横道

図2.建築材料の開発機対
決辞

代表団の会員目録

目次

第1章 序 給
1.1 訴萱の目的と要因

1.2 -虎的なインドネシア
1.3 インドネシアの国家開発の現時激発

第2章 現状況に関する研究と横載

2.1 都市状況と都市開発

2.2 住宅状勢と住宅開発

2.3 住宅の科学技術状勢

2.4 建築材料と住宅の構成要素

第3童 実現可能な将来の方向
3.1 住宅開発

3.2 建築材料と産業

3.3 住宅に関する法律

第4章 計画案
4.1 KTA計画の評価

4.2 ハイランク計画

4.3 展望と大規模な住宅計画の評価

文献目録

諦足

Ⅰ.代表団の芳1群による観察の額要

ⅠⅠ.代表団の第2群による観察の額妻

帯1童 序論

1.1 諦萱の目的と要因

1.2 一般的なインrT:ネシア

(i)地質学上と気候上の状況

(2)人口

(3)経済活動と産業

(4)行政機関

蓑1.2-1 人ロと地域の人口密度

図1.2-1 人口帝度
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図1.2-2 ジャワ島における人口密度 (km2)
表1.2-2 インドネシアにおける都市成長 (資料 ;人口調査)

裏1.2-3 東南アジア辞国の主要な患済持凄 (1965)
蓑1.2-4 人ロと地域のcapitaごとのGNP
1.3 インドネシアの画家開発の現時政兼

2.最初の5か年開発計画

第2章 現状況に賄する研究と積載

2.1 都市状況と都市封発
1.都市化

2.都市の現状況とそれらの計画

Pelita Iの業績は以下のように述べられるd

l)都市と地方計画のための計画

a.都市計画

b.地方計画

2)地方計画単位の設立のための計画

1)計画法律と基準の準備の計画
2.2 住宅情勢と住宅阿発

1.住宅情勢

2.住宅に関する計画と政弟

(1)都市区域における住宅

(2)田園区域における住宅

(3)支凍活動

(4)住宅問題 ;それらの規模と特文
2.3 住宅の科学技碕情勢

1.インドネシアの豪の建築と横道
2.住宅価格

3.Rumah iuurah(低価格住宅)と政府の計画とその載索
4.狩負業者と建設業

2.4 建築材料と住専のせ成要素

1.諦萱の計画

2.現住事宿料の蕪頼､特殊燦､襲源一その他｡
3.全体的な印象

声3章 実現可解な将来における方向
3.1 住宅開発

表3.1-1倖事分析の全体的な枠組み
A.ス トックの傾向

B.フローの傾向

蓑3.1-2 ジャカルタにおける所得の問題
義3.1-3土地再整甥の額念

3.2 建築材料と産業

1.建築材料と住宅の額成要素の含環化
2.建築産業の推進と奨励

3.3 住専に関する法律

1.-虎に
2.土地に関連した法律

3.都市計画､土地利用の管現､建築親制､住宅企画､その他に賄連した法律
4.寺門束の資格と訓練にBqした法律
5.請負と帝負美音に粥遷した法律

6.柴金と税に甜遺した法律
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第4章 計画案

4.1 KTA計画の評価

1.ETA-Ⅰ計画の大要

2.ETA-ⅠⅠ計画の大要

3.ETA-ⅠⅠⅠ計画の大要

4.LTA-ⅤⅠⅠⅠ計画の大要

5.ETA-計画の評価

4.2 ハイランクなプロジェクト

1.重要な目凄 (技術的な考え方)
2.明確な日額

3.必要とされる技術援助の形

4.3
補足 :大泉頑な住字計画の評価の大要

1.)敷地 :ジャカル タ,バンドンとスラバヤ

2.)実行期間 :おおよそ､5年春に1つの計画

3.)大きさと構成 (1計画に付き)

4.)履行のための実行計画

5.)遂行の見積

第5章 文献目録

視索の要約

1972年12月22日

予備的建築材料甜査団

インドネシアの住宅調査における日本使節団

備忘録

表 1.インドネシアにおける都市の成長

表2.所得盲己分

表3.伝説上の住宅の必要性

A.ス トックの傾向

B.フローの傾向

義4.土地の再整理

表5.建築材料の発達の横道

視索の要約 (建築材料)

1973年2月22日
仮の報告書

住幕における建築材料の利用の再考
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ASHORTNOTEONAREAREGIONALDEVELOPMENTSTUDYSINIHDOLVESIA

1.序文

2.5ヶ年開発計画 (PELITA)
2.1.地域開発の日的 ･方針
図 : 人口帝度 インドネシアの主な島 (1971国勢調査)

2.2.インドネシアの地域材発

園 : 地方と中心地の開発地図
2.3.5ケ年計画に甜しての地域開発課萱の目的 ･方針

3.F.域と地域鞘発訴賛計画
3.1.地域開発許童の実行

図 : 進行中の計画と終了した計画
3.2.諦査実行指導書
3.3.地域開発調査における養成面

園 : 評査実行と諦査結果のプロセス

4.都市地域開発の分野における公共建設､電力省の仕事

4.3.地域肘発
4.4.都市開発
国 ;専門的な機能上の甜係をもつ計画機構

固 ;公共土木事業局の組織磯村とインドネシア共和国の電力
固 : 特別曙発計画履行の手段と法規

5.地域と都市計画-のアプローチ
固 : 子供のための計画と過程表

地域アプローチ
一般組織
図; ユニセフの清動と範囲

公共事業簸力

囲: 計画のために洪ばれた地域やKA_MPONGSと親子のための集中的な和違奉仕
団 : 地域附発計画における計画履行機関と役割

園 : 地域開発計画プロセス

6.感想 ･意見

APPENDIX 1
地域調査

CIPTA KARYA環事会のための地域開発研究諌甥に輔する外囲譲助の-発表
APPENDIX 2

実例 :地域開発の例
MADURA地域とTABURANA地域

r社会的分野の計画に関してのMADURA開発計画の事例研究J
JAKARTA,JANUARY 1978
地図 :地域舛発調査の範囲 JAWA TIMUR

i.社会開発におけるmulti-sectoral計画
実例 :MADURA
･序文
･有効な社会的開発計画の必要性

･よりダイナミックにそしてより生産力をつくりだすことの意味としての社会的曙発
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･社会的開発の目的

･MUDURA地域

･MUDURA地域における社会的地域開発のための他方面からのアプローチ
･MUDURA地域朔発のプロセス

PHASEl
初期の計画と準備段緒

PHASE2
計画トレーニング

PHASE3
初期のmuiti-sectoral計画

PHASE4
multi-sectoral計画

PHASE5
計画の完成

PHASE6
合法化

･MUDURA開発計画の主要な局面
･MUDURAに於ける経験に関すること

｢分野間計画と社会的分野の公式化計画におけるTUBURANA研究グループ｣
JAKARTA,JANUARY 1978

園:地域開発研究の境界 BALI
分野間計画と社会的分野の公式化計画におけるTUBURANA研究グループ
･/†ックグラウンド
･研究グループのための手段
･プロセス

APPENDIX 3
0VERHEAD
インドネシアの地域甜発研究

(ON TRANSPARAhTT FILM)
JAKARTA JANUARY 1978

1.人口密度 インドネシアの主な島

2.基本的な州政弟のガイドライン
3.地方と中心の開発地図

4.地域鞘発計画の巨的
5.インドネシアにおける地域開発研究

5b.計画のために選ばれた地域やKAMPONGSと親子のための集中的な配達奉仕
6.地域の範囲における外囲の専門的援助の利益
7.訪査実行と調査結果のプロセス

8.専門機騨関係に伴う計画組織

9.開発機構
10.公共土木事業局の組織機溝とインドネシア共和国の電力

11.特別開発計画履行の手段と法規

12.子供のための壱己運奉仕におけるユニセフ協力
13.協力の日的
14.子供のための計画と過程表

15..ユニセフの活動と範囲 公共事業協力
i6.地域開発計画における計画康行機関と役割

i7.地域開発の基本的概念

18.地域開発計画過蕪
19.地域開発のプログラムとプロジェクトの公式化の基準
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4.タイ

UrbanandSpecificAreasDevelopment

都市及び特定地域の開発

1章 序文

2章 バンコク首都圏の地域開発

開発傾向の要約と主要問題

図1.バンコク首都圏の地域開発の管甥パターン

主要下部構造ネットワーク開発計画

8.l 輔送 .交通改善計画

8.2 水の供給と洪水防止計画

8.3 住宅開発と貧民街の向上計画

(1)交通改善計画

地域公共事業機関

政府

11.2公共弥穀の葉月の活用

11.3私有区画の開発への参加

図2.a.qR開発の戦時区域

3貴 地域都市成長中心材発

RegionaltlrbanGrowthCentreDevelopment
肘発戦時

経済的.社会的下部横道開発と環境計画

3:計画の横道は次の通り

3.1交通開発のための作業計画

3.2 コミュニケーション阿発の作業計画

3.3 水の供給管理のイ乍業計画

3.4 都市の公共施設改善の作業計画

3.5 住宅開発の作業計画

3.6 社会発展と環境管理の作業計画

4:計画は以下を含む

4.1 産業促進の作業計画

4.2叔光促進と開発の作業計画

4.3 市場のしくみの開発とマーケテイング情報の管理の作業計画

6:合併と再分盲己は以下を含む

6.1 政治

6.2 地域の行政

6.3 画家事業

6.4 私有区画
PrivateSector

図3.地域都市成長中心開発

4章 西海岸開発

開発問題

1.西海岸に関する開発間虎

紺発激発指嶺

2.開発のための政兼指凄

開発イ乍業計画

図4.西海岸の横道基盤
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5章 他の新しい絵済地域の開発準備

開発間犀

主な障害
朗発政巣箱額

併発計画

図5.他の新しい地域の開発準備

6章 都市管理システムと特定地域の開発
1.日的
2.指嶺
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URBAiNL的DPROGRA.YHmAlNSETTLMEh'TSDIVISION
ASIANIllSTITUTEOFTEC肘OLPGYBAh'GXOX,THAILAh:D

タイにおける都市土地統合/区画整理

･土地競合/区画室牢の本文

･手段要点
ChartNo.1啓築物嶺想製作のための尭全な土地統合/区画整雫

ChartNo.2土地統合/区画整理準備と実施の規格過程
Chart_l'0.3分譲地区画製イ乍のための局部土地統合/区画整理
･土地統合区画整理は多目的技巧である

･タイにおける土地統合/区画整理の潜在的利益
土地会議
政府土地取得

ネットワーク下部組織の規定

計画案行
経費と利益の公平分有己

適時土地昭発
開発妨害
固No.1バンコクの地区における雑然とした郊外道路体系出現

･タイにおける土地統合/区画整理のための潜在的地主支持
･タイにおける土地統合/区画整理の採択

･タイにおける土地統合/区画整理の導入

ChartlVo.4 国家土地競合/区画墓守体系発展
CharthTo.5土地統合/区画整理計画の内容

･注釈と参席

･付録 :タイにおける案文的土地合併
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TR脚SFER川GTHEURBAh'LANDPOOLING/READJUSTMEhTTTEC脚IQUETOTHEDEVELOPINGCOUNTRIESOF
ASIA BAh'GKOX,THAILAh'D

都市土地統合/区画整理技術のアジアの開発国への移動 (?)
都市開発のための土地会合

土地統合と区画整理の本文と可能性
重要点;
土地競合/区画整甥の異なった形式 :

土地統合/区画整理の潜在利益 :
成功した土地統合/区画整稗の状況 :

インドネシアにおける土地統合/区画整理の選択 1981-1987
土地目的に焦点を合わす :
地方行政による土地統合/区画整理 :

土地と下部親裁間理 :
土地統合/区画整理の移動促進

土地統合/区画盤甥の漢訳のない甥由:

土地統合/区画整理の望ましい発展 :
採択のための土地統合/区画整理の望ましい発展
土地統合/区画整理の採択促進 :

注釈と春原
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LAND 舶 NAGE惟 ㍉T FOR ADEQUATE LA,U SUPPLY Å咋ロ PLAiVNED LAND USE Ih'AS IANC ITIES
BAh'GKOK,TJAILA.lD

経済国における都市開発

CHART.No.1 経済国における都市開発の4範囲

CHARTh:0.2 (形態上)私有と政府領域の新都市開発に関する意思決定
都市開発における行政役割

アジアの市の甜発土地利用問題

Tableilo.1アジア太平洋諸国の首都ごとの国家と都市人口と国民総生産1982
都市土地阿発の焦点

CHART邦0.3 アジアの市における私有地の土地､住宅館発に関する意思決定
都市砲脚発管理

CHART.～.0.4 都市開発過程の歩調と段搾

CHARTNo.5 都市開発過程における主要妨害と問題

CHARTNo.6 土地管甥職と計画された都市開発を達成するための技巧と､適した土地供給

土地管理技巧と予定

土地国有化というよりも土地管理
成功する土地管理のための枠組み
CHARTNo.7 アジアの市の土地方発と管硬

結輸

注釈と参属
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Development P lanning in Th ailand T he Ro leof The Un iversity

1.歴史的背景
過去 10年間における社会的､経済的発展の要約

タイランドにおける開発計画の歴史

開発計画の特徴､煎囲
甜発計画の評価

2.開発対象と大局計画
社会 ･経済政東

関発対象/粥発日額

分野別開発プロジェクト
農業/工業 ･鉱業/商業 ･サービス業/通信業 ･輸送業

電力/社会開発

都市化 ･地区開発
保健/教育

政弟手段
外国貿易区域政策
撞済安定轟符の方兼

経済構造の理想的転換の促進の方策
長期政兼手段

民間セクターの役割

計画 ･実施の行政哉甜
1 国家計画機餌

2 地域計画磯蘭

3 地区計画機関
計画実行機関

3.主要間鹿地域
計画における技術的間席

1 マクロ経済計画

2 ミクロ計画
3 準国家計画

政治的抑制
社会文化的抑制

行政内建害

人的制喝

4.大学のはたす役割

タイランドの大学教育発展の要約
大学教育計画の国家経済計画との調和

開発計画に登用可能な大学人材諦査

開発計画の説述と実地において現存行われている大学の関与の範囲
1 訓凍

2 調査

3 教員のコンサルタント
大学と政府間の協力促進に障害となる間男

大学と政府間の協力促進に向けての捷秦

5.結論

文献
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5.ブイリッピン

UrbanDev elopmentPlanningin Four P hilip pine Cities

1.序説
1.附発協議会

2.UDP計画

3.概要

義1-1 4都市の人口データ

蓑1-2 4都市の居住地域とその他の特質

表1-3 4都市における計画の組織と職員

4.見積 り

表1-4 4都市における計画経頻度の見積もり

2.都市開発計画協議会

1)背景

1.日的

2.方法論

3.参加
2)法的手続き:芳1日目

1.開会式

2.報告の発表と考察

3.評議団による問題振起

4.コンサル タン ト委員による評釈

5.討論

3)法的手続き :声2日目

1.報告書の発表と考察

2.評議馴 こよる問罪蓮起

3.コンサル タン ト委員による評釈

4,討論

4)最重要点と概括

参加者名簿

3.ケーススタディ :Legazpi 都市開発計画

1)Legazpi市の背景

1.一般知諸

表3-1 1973年のLegazpi市における土地使用分布 (ヘクタールとパーセンテージ)

2.(都市)計画の必要性

2)計画の手順

1.Bicol開発計画委員会

2.Legazpi発展協議会

3)計画の哲学と戦時

1.都市 (閲発)計画

2.発展協議会後

4)傾向と眺望
1.地区の計画

(見地)

2.経験からの習得

3.今後の方針

Legazpi市全図

4.ケーススタディ :Baquio市における計画の要項

1)頼要
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1.この報告の目的

2.背景

表4-18aquio市における土地使用分布 (単位ヘクタールとパーセンティジ)

2)同市の計画の背景

1.同市の有形的 (物質的)計画

2.Baquio市計画要項とNEC-USAIDの都市開発計画
3)計画の組織

1.Baquio市浦発委員会

執行委員会

一般開発日額委員会

技術計画委員会

2.都市開発計画 h'EC-UsAID
3.都市計画スタッフ

4.専門コンサルタント

4)市民参加と大衆教育

5)機蘭の担う役割

1.地方自治体
2.市内の公的機関

3.教育機師

6)一般計画の手順と戦略
局面1.計画地域の評価と分析

局面2.計画方針の明確な蓑現

局面3.計画のための準備

局面4.実行

環境的特性に関する対策委員会(TFEQ)
蓑4-1Baquio市併発委員会の構成
4-2機能関係 RCDBとその他の機関

4-3 組織図 Baquio市計画スタッフ

4-4現地 自治体純絹内の公式計画組織

4-5 一般計画過程 Baquio市計画のプログラム

(手順)

5.ケーススタディ :Bacolod市における計画

1)一般知識

表5-1 1973年 Bacolod市における土地使用分布

(単位ヘクタール､パーセンテージ)
表5･2Bacolod市における人口分布とその年間増加率

1.厳密な意味での同市

2.商業地区

3.同市の背景
2)計画の手順

3)計画の哲学と戦略

1.傾向と眺望
表5-1Bacolod市計画重点会の組織案図

表5-28acolod市計画委員会の計画手将の腹秦

Bacolod全図 通巻

6.ケーススタディ.･CagayanDeOro市開発計画
1)概要

1.意図と日嶺

2.CagayanDeOro市の鋭明
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裏6-1 i973年のCagayanDeOro市における土地使用分布

(単位ヘクタールとパーセン ト)
3.事態の性急さと計画の必要性画

4.組織的計画の準備のもとになった出来事

2)都市の計画と発展委員会の設立

1.機能

2.団体と施設の参加

3.重点会の事業と活動

4.完了したものと進行中

5.実施された研究会

6.延長と文間戦略

3)計画の哲学と戦時

1.都市計画委員会の自壊

2.抜粋されたプログラム

3.第 2の稚

4.耐火地域としてのCBD
5.観光スポットとしてのショッピングモール

4)准済的分析

1.経済の安定

5)計画の手順 過去における実腰と今後の方針
他の捷奏された許査研究

国書自身

7.コンサルタント委員による評釈

1)Dr.Pedro氏,Aciertoによる評釈

LegaZPi市について
Baquio市について

Bacolod市について

CagayanDeOro市について

2)Dr.SylviaH.Guerreroによる評釈

Legazpi市について

Baquio市について
Bacolod市について

CagayanDeOro市について

3)Prof..laryHollnsteinerによる評釈
4都市をまとめて評釈

1.実沸上の辞問題

2.市民と地域共同体の参加

3.不法土地占拠者

4.国家的都市開発政策の必要性
5.小規模有効計画の好ましさ

(範曙)
6.全史的な所見のまとめとして

LegaZPi市について

Baquio市について

Bacolod市について

CagayanDeOro市について

4)Dr.AEuStinL.Kintanar,Jr. による評釈

LegaZpi市について

Baquio市について

Bacolod市について
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CaEayanDeOro市について
5)Dr.Johna.Umerによる評釈

Legazpi市について
Baquio市について
Bacold市について

CagayanDeOro市について

付録

A.行政命令貨4 Legazpi市開発評議会の創案
a.Legazpi阿発評議会
C.Baquio住人の要求と必要の調査

D.Baquio市における建築物と土地使用の諦査
E.Baquio市のより長い計画プログラム

義 作業の流れ図
F.Baquio市の集団型区画割り萎

園 典型的集団型区画

図 典型的集団型区画全景の素描
G.国家計画命令 (委員会)決議文 第5粂
H.国家計画命令 (委員会)決議文 第6条
I.番号なしの行政命令 Bacolod市計画委員会の創案
∫.行政命令 声10粂 都市計画委員会の範囲と人見の拡張
K.行政命令 芳2粂 行政命令夢10の修正

都市計画重点会の黄点に甜する1972年のそれに続ける

L.決議文第487 CagayanDeOro市計画及び開発委員会の締成とその権限､機 能､手順の定義

.q.決議文革110 決叢文革80の億正 1972年の続き くもしくはCagayanDeOro枠組み計画
の採択決漣として知られる｡)1972年のそれについての年間再考と同市の有形的開発を規定
する｡

.～.CagayanDeOro都市時発命令の草案
0.CagayanDeOroにおける枠組みの計画
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ROLE OF GOVERm Eh'T I N THE DEVELOP,1E 汀T PROCESS IN THE P HILIPPINES

フィリピンの粥発過程における政府の役割

I.序論

研究目的

東経

縮集メモ

趣旨

Ⅱ.フィリピン計画過#.

序論
土地

人々

経済

計画の本文と範囲

国家計画体系

ChartI 地域開発金銀構成

国家予定の地域関係

計画公式化結合と実行

地図 Ⅰ 苧環の地域エ リアと地域センター

管理上の方策と趣旨

Ⅲ.地域甜発 :The8ICOL事例

地域V TheBICOL地域

BICOL粥発計画重点会組織表

ChartⅢ BICOL開発団組織表

a)州と市の役員

b)地域材発権限

C)国民娃済と開発相限

Ⅳ.主要都市計画 :マニラ事例

1.主要都市部マニラにおける相互機関委員会 (1973.1)
2.U.P.地方行政センター (1973.3)
3.都市長軸整会議 (1973.6)
4.主章都市粛マニラ委員会 (1973.4)
5.マニラ湾都市地区重要企画 (1973.1)
6.LAGUNA漸村発袖現計画のU.P.制定 (1969.2)
7.本質協議会 (1972.12)
8.国民経済 と甜発権限 (1973.8)

V.結玲

注釈文献自称

A.地域計画

定期刊行文載

行政記録

B.都市開発

脚注
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Deve lop ment P lanningC ode of The P hilippines

一般規定
BatasPambansaBldg.
フィ.リピン開発計画慣例制定条例

1.条例の名前 :ブイリッピン開発計画基準

2.計画の公表

3.原Rllを指導する

4.目的と軒囲

5.期間の定義

TitleI:フィリピン開発計画

6.フィリピン開発計画

1)計画準備､容認と採択

2)実施計画

3)計画調査評価と改正

7.計画のための構成骨組み

1)国民鮭辞 と開発当局機能

2)NADA相互機材諦整委員会､組織､機能と責任

3)行政計画機関の他の部門の溝成､組織と機能

8.計画指針の発行

TitleⅡ:計画準備､採用と章認

1 Barangay阿発計画

9.Barangay開発計画

10.Barangay開発計画のための構成機関

2
3
4
5

6

的目

予定と企画

資産要求

公徳会､改正

諺章

ll.Barangay段輔における計画過篭
1)査定

2)提出
2 地方自治体開発計画

12.地方自治体開発計画

13.地方自治体開発計画準備のための帝成増蘭

1)地方自治体開発金魚.組織と機能

2)JIDCの#.節

3)地方自治体計画垂員会

4)地方 自治体計画と開発事務局

5)MDPOの機能

6)地方 自治体部門職務グループ(sECTAGs)
14.地方自治体における計画準備

1) 定査

2)目的
3)日額と方針

4)予定と企画

5)資産要求

6)公聴会と計画改正

7)章認と採択
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8)連出

3 州/市開発計画

15.州/市防発計画
16.州/市即発計画準備のための溝成機関

1)州醐発会議

2)PDCの機能
3)市阿発会議(CDC)
4)cDCの機能

5)州/市計画委員会
6)州/市計画と開発事務局

7)PPDO/CPDOの機能

8)州/市部門職務グループ(sECTAGs)
17.州/市原帝における計画準備

1)査定

2)日的
3)日額と方兼

4)予定と企画
5)襲再要求
6)公曝会と計画改正

7)章碇と採択

8)連出
4 地域輔発計画

18.地域阿発計画

19.地域粥発計画準備のためのせ成機関

1)地域相乗会議(RDC)組織と機能

2)RDCの横領

3)会議proper,組織と機能

4)行政部重点会 組織と機髄

5)地域部門戟務グループ

6)NEDA地域事務局

20.地域段帝における計画準備

1)壬尭

2)目的

3)日額と方策

4)予定と企画

5)崇斉要求

6)公徳会と計画改正

7)地域開発計画の承認

8)地域阿発計画の連出

5 特別開発局閑の計画と予束
21.特別開発機附の定義

22.特別脚発等蘭の計画と予定

23.計画準備のための構成機関

24.計画と予定準備

25.計画章捉

6 省庁朋発計画

26.組織化された省庁阿発計画

27.省庁粥発計画準備のための帝成機関

1)省庁計画と方策会議､組織

2).WPCの哉解

3)省庁計画課
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4)省庁計画課の機能

5)計画スタッフ

6)計画スタッフの機能
28.省庁段狩における計画準備

1)査定
2)省庁方策
3)省庁計画指針の発行

4)機関計画の準摘

5)改正と統合における省庁計画課への事務局/機鱒と実軒計画の承認と連出
6)全省庁の地方局計画の参考､改正と承怒
7)統合された省庁開発計画の準備と連出

8)CCPPに対する統合省庁甜発計画の提出
9)省庁下機関の計画のCCPp-の走出

29.大統領または主要省庁の事務局下機対による準備と計画

7 国家開発計画
30.フィリピン阿発計画

31.フィリピン開発計画準備のための構成機関
1)計画準備(CCPP)組織と機能のための内閣委員会
2)計画準備における内閣小嚢貞会(CSPP)
3)部門計画套長会(SPCs)
4)sPCの組織

5)sPC指導機甜

6)マクロ計画委員会(lPCs)
7)MPCsの組稚

8).1PC指導壱輔
32.フィリピン肘発計画の準備

1)部門計画の準府

2)マクロ計画の準備
3)マクロ部門計画の競合
4)解析菱のための規範

4)連出

5)計画参考､章在と選択

TitleⅢ :計画実妹
1 国家段曙における計画実施
33.フィリピン開発計画実施

34.国家段曙における計画実施のための構成機輔
1)管/機珂

2)特別附発権限と主力
3).VEDA会議とその調整委員会
4)地域肘発会議(RDCs)
5)ThelyEDA

35.国家計画実施過毒
1)計画実妹のための企画開発

2)予耳指針の発行

3)年W省庁駁務手車の準領
4)地域のための投資予定の準備
5)部門予定の準錦

6)予芳聴取の指導
7)国家予算の準輔

8)国民集会による画素予井の改正と車扱
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9)省庁予定改訂

10)公共職務調書の法令
11)部門予定の改正
12)配分の広範巨削こわたる勧告の発行と現金支出最高度

36.年間投資前計画の準備

2 地方段縛における計画実施
37.地方計画実施のための構成機Bq

l)地域開発会議(RDC)
2)地方甜発会議/委員会
3)市と地方自治体輔発委員会

4)sangguniangBayanとBarangay集会

5)地方政府収入役事務局
6)地方取締役会長事務局

38.予井省庁任務と地方行政省庁､地域開発 (?)
39.地方計画実施過程

1)地方政府による方法のための予京と企画の一体化

2)予算の準備
3)予算の公認法律
4)予芳/地方予算事務局による予算改正

5)予定執行のための充当金の支出
6)地方珂発基金のための予定と企画の柔忍と改正

TitleⅣ :計画実施の調査 ･評価 .改正
40.フィリピン賄発計画実施の餅査
41.調査粥発計画案族のための構成機関

1)国民経済と阿発権限
2)地域開発会議

3)予井省庁(HB)

4)地方政府の省庁と地域師発く札GCD)
5)統計上の勧告会議

6)フィリピンの中央銀行

7)他の政府機甜
42.計画実妹珊査報告

1)年来と年4回の企画報告
2)フィリピン開発報告

3)地域甜発報告
4)地方開発報告
5)他政府の年間報告

43.計画謝査過等

1)柴科収集
2)禁料統合

3)架料伝達

4)地方併発報告の準絹と嶺賄年間報告
5)年4回と年末の準備
6)TheNEDAへの浸出

7)附発報告の準備
8)開発報告の連出

44.年間改正

45.フィリピン開発計画の中間評定
46.計画の申脚評定のための構成機甜

1)計画評衆と改正に放けるad-hoc内閣委員会
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2)専門的要具会

3)専門的小嚢貴会

47.計画評価と改正過程
a)中間功績の査寅

b)計画改正

TitleV:自治の地域における計画準備､美辞と訴萱､評価と改正

1 自治地域のための計画

48.自治地域のための計画
49.地域計画のための構成機甜

1)TheLupongTagapagpaganapまたはSP(地域会議)組織と磯萌

2)TheLupongTagapagpaganapngPook(地域行政部委員会)組織と幾能
3)地域開発会議(RDC)一組織と機能

4)会議proper
5)行政部重点会

6)地域部門職務グループ(sECTAGs)
7)NEDA地域事務局

50.自治地域のための地方的計画準備

1)日的

2)査定
3)日額と計時

4)予定と企画

5)襲産要求
6)公徳会と計画改正

7)地域開発計画の者畝と浸出
2 自治の地域における計画実施
51.自治地域における計画実施のための構成機関

1)TheSangguniangPanpook
2)TheLupongTagapagpaganagngPook
3)地域開発会議

4)国民省庁の地域事務局と地域における哉賄

5)予算省庁
52.自治地域における計画案弥通巻

1)予定と企画のための前確定
2)企画開発

3)予算上の指針の発行

4)地域予算の準備

5)一貫性訴整のためのtheLTPによる予算聴取の指導

6)承認に先立つthenOBとSPによる予算聴取の指導

7)地域予井の容認
8)基金の免除

9)企画執行
3 自治地域における計画実妹の謝萱,評価と改正
53.自治地域における監挽計画実施のための構成機関

1)LupongTagapagpaganapngPooh
2)地域柑発会鵡

3)国民省庁の地域事務局と他の政府機関
54.計画訴査追尾

1)資料集収

2)資料統合
3)資料伝達
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4)地域開発報告の準備と連出

55.年間改正と中間評定

最終的規定

56.
57.分誰性

58.AdHoc委員会の自動満了

59.棉反する法律の廃止

60.
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De velopment Plan ning Code ofThe P hi l ippines

-穀規定
1.法の名称 :フィリピン開発計画法案

2.政東主音

3.規制原則
4.目的と範囲

5.月詩束義

行政監督/ 政府横瀬または Eh:TITY/割当勧告/年間省庁事業計画/付属磯Ba/
Barangay肘発基金/借入計画/予算持寄/主要支出/現金執行兼用限度/経済不櫨地域
粥発行救計画/環境効果五言/歳出計画/財政不均衡/財政計画/競合地域開発/地F.基金

地区段曙/マクロ姪済学計画/マクロ区域一貫性管理/投棄前活動/計画予定/企画
企画確認/圭的規準凄/紫蘇要求/歳入計画/ゾーニング

Titlei.
フィリピン開発計画

6.フィリピン阿発計画
1 計画作成,畝可､採用
2計画実地,監督､評価､再考

7.計画のための組織体制

1 国民撞済 ･肘発当局

2 NEDA庁間珊整妻員会､構成,横瀬および責務

a)相克予算蘭聾垂貴会(DBCC)
b)丑東蘭盤委員会(ICC)
C)社会発達垂貴会

d)通商､舛税､及び関連事項

e)インフラス トラクチャ一重長会(CI)
f)統計珂発重点会(CSD)
文)競合地域肘発国民議会(NACIAD)

3 行政計画機蛸における他の耕成要素の横道､帝成､及び機能

8.計画指針の発布
1 計画政兼の甜庶金魚

2 地域甜発会議

3 地区開発会議
a)都市附発会議

b)地方阿発会議

C)自治体間発会強

Titlc2.
計画作成､採用､抵可
Ci.BARA.lTEAY開発計画

9.BARANEAY附発計画
10.B開発計画の組織磯補
ll.8 レベルの計画

1 アセスメント

2 対象
3 計画と企画

4 姿源要求
5 公聴会､改正

6 連出
C2.自治体開発計画
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12.自治体甜発

13.自治体開発計画作成の組織機溝

1 自治体開発会議､構成､機能

2 自治体開発委員会

3 自治体肘発局員

4 自治体分野別事業グループ(SECTAGS)
14.自治体レベルでの計画作成

1 アセスメント

2 対象

3 日額､方策

4 計画及び企画

5 栄源要求
6 公聴会､及び計画改正

7 認可_採用

8 捷出

C3.地方/都市粥発計画

15.地方/都市開発計画
16.地方/都市甜発計画作成のための組織機考

1 地方/都市肘発議会､構成､糠能

地方開発議会

都市吋発議会

2 地方/都市計画重点会

3 地方/都市相乗局員(pps/CDS)
4 地方/都市分野別事業グループ(SECTAGS)

17.地方都市 レベルの計画作成
1 アセスメント
2 野轟

3 日嶺､方兼

4 計画､企画

5 栗源要求

6 公聴会､計画

7 罷可.採用

8 提出

C4.地域脚発計画

18.地域甜発

19.開発計画尭定のための統裁機構

1 地域相乗議会(RDC),構成と裁縫

2 地域別の事業グループ

3 NEDA地区事務局

20.地域レベルの計画兼定
1 アセスメシト

2 日的

3 日額と政兼

4 計画と企画 (事業)

5 必要財力 (梁塵要求)
6 公徳会と計画改正

7 地域材発計画許可 (捉)

8 地域Ba発計画案の連出

2i.南台地域の附発(IAD)に向けての計画

22.IAD計画のための粗雑機構

1 IAD評盤委員会
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2 計画事務所

3 連出
C5.

23.融合省庁開発計画

24.融合省庁開発計画策定に向けての組織機構

1 省庁計画と政策議会､溝戒と磯節
2 省庁公務計画

3 幹部 (社長)計画

25.省庁レベルでの計画用意 (配慮)

26

1 アセスメント
2 省庁の政兼,目嶺と日的

3 省庁計画指針の発行

4 官庁計画に備えて (東走)
a)目的と方策の体系化と日額設定

b)事業計画の証明と優先順位化
C)必要財力の見積 り

d)地域の事務局/官庁計画 (香)の恵合と提出
e)事務局 (公社),各庁または政府磯輔計画の再調査､統合と改正

5 事務局､官庁と政府磯甜計画の認可と連出､再訪童と統合のための省庁公務計画に対して

6 省的広がりのある地域事務所計画 (秦)の準備と連出
7 魂舎省庁肘発計画の再訪査､改訂と認可
8 ccPPへの蔽含省庁開発計画の連出

9 省庁管轄下での事務局のCCPPへの提出

. または総理大臣管帯下の事務所による計画策定
C6.

27.国豪発展計画
28.国家発展計画兼走のための組織機構

1 計画兼定のための闇我妻貞会(CCPP)
2 計画策走のための防戦小委員会(CSPP)
3 Sectoral計画重点会(SPCs)

4 マクロ (大型)計画委員会
29.国家開発計画-向けての救兼

1 計画へ向けて

a)アセスメント
b)日額及び目的

C)対翁及び政兼

d)計画及び事業企画
e)必要財力

f)(Submission)振起
2 マクロ計画へ向けて

a)アセスメント

b)日額 (最終)及び目的

C)方針､政兼及び日額対象
d)提起

3 マクロ及びsectoral計画の由合

4 捷起
5 計画修正､乾可と採用

Title3.
計画の実施.監督及び再柵査

C1.園レベルでの計画 (履行)実施
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30.フィリピン阿発計画実施
31.国レベルでの計画実施のための組織磯溝

1 TheNEDA
2 .VEDA調整委員会

a)賄発予芳美訴整妻員会(DBCC)
b)投資 (出資)調整季長会(ICC)
C)取合地域賄発の画家協議

d)その他珊整重点会
3各1省庁

a)予耳管
b)人間居住省

4地域開発協議会
32.国表計画出架 (投棄)過程

1 計画美行のためのプロジェクト甜発

a)投資前(Pre･investment)の状沢
b)投資の状況

C)投柴後(Post-investment)の状沢
2 予算指肴の準備
3 省の年間事業計画の準備

(TheAnnual .1inistryyorkProgram)
4 地域投渠計画の準備

(TheRogional InvestzBentProgram(RIPs))
5 部門計画の準備

6 予算硯材 (問)会の運営
7 国家予耳の準備

8 議会による国家予算の精査と認可
9 省の計画の修正

10 公共事業決議書の公式化と精査

11 部門計画の修正
12分配報告の発行と現金支払い限界額

くAdviceofAllotment)
13 計画実行

33.民間部門の参与

声2章 地方レベルでの計画実行
34.地方計画実行のための組織的な機蹄

1 地域開発評議会(RegionalDevelopmentCouncil(RDC))
2 地方阿発評議会/委員会

3 都市朔発委員会(Cityandnunicipal DevelopnentComittee)
4 Sangguhiang及び BayanBarangay議会
5 地方自治及び地域社会開発省

6 予算省(MinistryoftheBudget)
7 地方自治財政事務所
8 地方行政長官事務所(Local ChiefExecutive)

35.計画実行通巻

1 地方自治体による実行のための計画及びプロジェクトの菰裁
2 予算準備

3 予算の立法上の認可

4 予算省地方財政省による予算の肯省
5 計画案肺のための予算支出

6 地方間発砲架のための計画及びプロジェクトの再審議と認可
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第3章 計画の検査､許可､及び再奉議
36.フィリピン開発計画の検査

1 年刊及び季刊のプロジェクト報告書
2 フィリピン賄発の年間報告

3 嫌々な省と他の常連機紺の年間報告

4 地域開発稚告

5 地方開発報告

37.計画強萱の組報的哉関

1 国家経済阿発事業機関(il'EDA)
2 NEDA地域事務所(NROs)
3 予昇省く!鴨)

4 統計2門重点会

5 フィリピン中央銀行

6 地域粥発評議会

7 省

38.計画検査過程

1 データ収集

2 データ整理

3 データ伝達

4 地方脚発報告と機関年間報告所の準備
5 年何軒画報告所の準備

6 1YED重点会への連出

7 阿発報告の準備

8 開発報告の浸出

39.フィリピン阿発計画の中W評価

1 計画の中間評価

2 線強的磯村

a)計画評価茂碕委員会

b)技術スタッフ

3 計画評価と修正過串

a)中阿業績アセスメント

b)計画偉正

芳4章 最終準備
40.コー ド及びルール作成の相襖の実行

41.可分性

42.矛盾する法律の廃止

43.有効性
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γOL.9 PHILIPPINEAiNNOTATEDLAW
TITLE43

土地登記及び不勤産所有権
i.土地登記法

1.SHORTTITLE
2.専用管帝区域 ;手続 ASINRE.1;法の権限付与と制定

3.手続き過程の型と部門 (*業務)

VOL.10
TITLE44

土地保有権､住居､及び住宅所有撫法

Ⅰ.1955年度 土地改良法
1.SHORTTITLE
2.方兼告知

3.土地保有権管理局 ;創設と組織
4.-人員の資格と報酬
5.一機鯛
6.-権限
7.1下級職長及び被雇用者
8.-他部局からの援助抽

9.-譲渡可能な土地登記斉権利証書 ;発行の権限;券種 (*相葛)と利子率
10.-政府からの不動産購入時の証書の使用､納税､その他

11.個人所有農地の購入による取得 ;占有者陳情 (*申請)との交渉権限
12.-申浄書受領の手続
13.-共同組合を組織する借家人 ;頭金のための協同組合

14.- (*土地所有権嫌人の際の支払い方法 )
乃EDIAOFPAY光ENTTOBEOFFEREDLANDO脚ER

15.-借家人の土地所有者-の負債の算入

16.借家人の陳情があった場合の土地収用 ;権限が与えられたとき
17.-陳情の書式 ;庫人のための最終の試み
18.-価格の仮決薄時での (*土地)占有
19.-裁定薮の支払い

20.不動産譲渡に関する制限と､借家人による取得申請 (*書)提出後の土地所有者のその他
の行為に甜する制限

2i.取得後の区画の譲複文はその債務に関する制限

22.課税免除の土地登記済み権利証書 ;土地所有着の得る､収入と見なされない金額
23.法で使用される用詩の定義
24.退役軍人と政府機関従業員は未払い給与証明書を取得農地の支払いに当てることが出来

る

25.購入者からの集金は､権利証景い戻しのための借用基金となる
26.減債基金の設立
27.管理のための政府支出金

28.土地事務局の不動産部門の廃止 ;機能の移行その他
29.矛盾した規定の廃止

H.住専用地と小規模農地関係官庁による土地取得をあつかったその他の法令

30.不軌産 ;住宅地として占有された区分の取得及び占有者兼用負抱での再売却

31.受権規定 ;公共用地を取得する資格のある真性の占有者へ限る再売却 ;支払い宋尭中の
土地所有権は政府にあり
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32.-不動産の賃借と転貸の権碍
33.私有地の取得と底面積の分生売却の一般韓隈;大統領の権限

34.大統領の権限行使の手段
35.法人の権力

36.取得した土地の支払い

37.以前の法令下での政府支出金が受け攻り可鮮な場合 (*?)
38.証書発行の権唄

39.証音の免税 ;規寅にもとづく (*?)
40.減債基金
41.減債基金への永続的政府支出
42.地域と地方自治体への､淑得用地の区分の売却

43.不動産売却収益の用途
44.以前の法律の修正

45.借家人に貿貸されてきたマニラの土地収用 ;権唄

46. (*法律)制定手続きでの法務長官 ;どの委員会か (辛?)
47.土地の再分割 (書細分) ;区画のサイズ;売却価格 ;席入線､一月単位の賃貸
48.10年以上にわたる分封払いの時の1回分 (書の密)
49.立ち退きの禁止､その他､未完の土地収用､占有の期間
50.先述の項に違反した場合 (*美原の)3倍の扶亨補償金 (*を払う)

51.売却に関する制限と､雅人した区画への債務
52.政府支出､その他の収入手段
53.占有者への再分割と売却のための､VALDEFUENTEにあるROSARIO農場の収用

ⅠⅠⅠ.国立住宅委員会

54.重点会創立 ;組合法 ;中央事務局の立地
55.日的､日額
56.一般法人細限

57.取得好運､土地､基金売却の取扱､契約､新規作成､の権限
58.運営葬議会､役員と職員
59.議長の役割 ;副議長の任命

60.理事と他の役員;内規

61.役員と議長の給与 ;公務員
62.委員会に勤めているAUDITOR･GEilTERAL議員の給与
63.法廷議会と頚貞
64.売却を目的とする再分割または区画の賃貸のための､私有地の収用､隆起した領土の権

限､所有
65.区画の価格決定の際の要因

66.未売却の区画の賃貸

67.公共用地の一部に及ぶ権娘

68.スラム地域 ;排除もしくは改良の主音を行う権限
69.-スラム地域五号の条件 ;認薙､命令書､予告､異論,事項､上訴

70.-建築物及び衛生規定
71.-そうした地域に置ける福娘の終了と再主譲
72.-スラム地域における権額

73.-土地の占有行為の福利

74.-命令不実行もしくは規約違反の時の処罰
75.地方行政機関への財政援助相 ;公共奉仕の算入は貨貸料金の中に含まれる

76.マニラに於ける事業開始 ;その他の諦査 (*検分)報告書
77.政府支出金 ;基金を得る可解性
78.追加基金としての受領

79.組合創殻
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IV.住宅基金供給法
80.法の公式名

81.住宅資金供給委員会 ;創設 ;目的
82.-会員の地位 (*任命)_給与､期間､欠員

83.-権現

84.-会長と総甥事 ;主な活動
85.梁金供給基金 ;委員会による借入
86.会計士と監査役

87.委員会の年次報告書
88.貸出機蘭負担の損害保健契約

89.保険債務 く*執行)､有資格抵当 (*?)
90.-補足的承認済み債務 (執行) (書?)
91.-さらに補足の批推済保険物 (辛?)
92.生地製造業-の出資貸付金の保険

93.田園及び農業紺発貸付金の保険
94.限度額変更の権擬､最高債務

95.抵当規定
96.保険金収集可能になる状況 ;支払い方式 ;条件
97.過剰基金の預金または投資

98.国立好事貸付金組合
99.-この者の組合の最高債務と､払うべき保検料 (*掛金)と必要経費
100.-入手可能な保坂 ;株券保持者一人当りの最大保検束

101.-泉寅 ;苧環
102.-援助基金の使用

103.一組合の名称
104.定義
105.修正裁定 ;保険付き貸付金または債券 (*購入金)を支出する権限を委任された機関 ･

政府保証 ;税免除
106.処罰
107.分筆規定

108.矛盾した観衆の廃止

V.労他者向け住居と住宅建設貸付金

109.労働着用住居地 ;税免除
110.税免除が無効となる状況と条件
111.土地購入と公共資金による建築物建造

112.執行任務 ;政府計画運営 ;指示と命令
113.政府支出金

114.立狂済みの回転資金
115.家屋健勝､家屋の改善､建築､席入資金の政府保証 ;保証限度
1i6.労敬老の住宅用地と住宅組合の必要証明書と保証書
117.保証基金に当てられる政府支出金

118.保証基金に充壊される保証付き貸付金の利子率
119.保証基金-の支出

120.払定規走

12i.偽造､偽の貸付金その他の済度に対する処罰
122.先述の法で扱われていない貸付金について
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6.香確

LArASOFHOhTGSONGC.131

都市計画法令
1.略称

2.都市計画委員会官職任命

3.委員会の機能
4.設計計画の内容と重点会の相限

5.草案の提示

6.(*計画)反対 (*意見)の考索
7. (*計画)反対の結果以外の,委員会による草案の修正
8.井関委員会長への考察草案浸出

9.希間要員会長の､考察草案浸出に園する権現
10.計画承認の拒否

1i.幕藩済計画書の保管
12.番謬済計画の隷臥 代替､及び修正
13.基準として機能する舌認済計画

14.規約作成の相限

15.委員会 (書運営)乗用
16.計画に関しての同意願い

17.再考稚

18.殻計園の修正､その他
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LAWSOFHONG打ONGC.123

建築物法令
1.略称

2.説明

PARTl. 認定人､登録済横道茂筒音､登録済請負業者､登録済エレベーター業者､登録済エ
スカレーター業者､登録済換気装置辞負業者

3.番定人及び横道技締着の登録
4.認定人または萱鋳済構造技術者の地位と職務
5.懲戒委員会の地位と穐襖
6.SECTION3(10)によるアピール
7.認蕉人または登録済み横道残額者に吹いての熱戒処分

8.登録済誇負業者､登録済エレベーター誇負業者､登録済エスカレーター許負業者及び登録済
換気装置符負業者の登薄

9.登録済誇負業者の地位と職務
10.登録済エレベーター請負業者とエスカレーター請負業者の地位と職務
11.懲戒委員会の地位と権鴨
11A.帝負業者の懲戒委員会名簿

12.SECTION8く4)によるアピール
13.登録済請負業者についての懲戒処分､その他

PART2.建築物親御
14.建築着工その他に必要な奈落と同意

15.拒否告知の無い場合に提出されるべき承路と同意

16.承認または同意が挿管可能となる場合
17.特定の事例において課される条件

18.特定の事例においての支柱建築施行の権限

18A.賠償要求
19.突貫工事に関する規定
20.-時中止工事の再開

21.新建築物の占有
22.建築局の種板

23.建築局の命令にもとづく建築工事の中止
24.放り項し命令､移転命令,または建築改造､建築工事､道路工事,エレベーターやエスカ

レーター工事の命令

25.建築物使用法の変更
26.危換建築物
27.閉鎖命令

27A.危検傾斜地､その他
28.排水施設

28A.予定地における地下排水工事

28B.所有地に被害を受けた人による反対などがあった場合の､関連工事実行の承認
28C.行政長官の認可証

28D.損害賠償の義務

29.私道とアクセス謬蕗の建設と継持
30.道路への､または道路からの開口部

PART3.線蘭及び雑記

31.道路上 (OATOROVER)突起物
32.道路命名及び建築物の地番づけ
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33.建築局による工事兼用のねん出

34.建築局による工事から出た建築資材の処分

35.通知及び命令の執行

36.証明付き文書有写などの証拠採用性

37.猿害賠償の限度

38.規定
39.新規定の連用

PART4.謀反

40.違反

PART5.免除
41. (*競走からの)免除

42.穿薬局の免除額取

PART6.(書上訴)APPEALS
43.上親裁判所の設立

44.上級審理裁判所
45.頼曝行使の一時停止

46.諮問委員会長による再考
47.裁判所への上訴頼利についての制限規定

48.賠債支払いなし

PART6.建築局の特薄の決走に関する再考

49.時重点の任命

50.建築局の特定の決定に反対する､階巷への懇育

5i.時事への想緒の阻却事由となる､法廷での懇請

52.賠償支払いは､なし

53.再考委員会の箕任限度

PART7. 留保､除外

54.留保,除外

芳1条項.上級裁判所の手続き

2 1935年度建築法令の､継続施行されている規定
3 認可証書式

4 [執輸]
5 予素地

6 捉可征書式

建築法令 補助法規 1983年度改訂版

A.建築物 (管理)法規
PARTl. 序

1.引証

2.解説

PART2.懲寛人及び登簸済構造茂締着

3.登録名簿記載のための資格

4.登録名簿記載申帝のための必要条件
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5.依萩人-の通告無しに､経定人または登録済み横道技術者は請負人等の代行を行うことはで
きない

PART3. 計画､謎証及び通達
総合

6.通達､計画その他の交付
7.通達その他の完了及びそれへの署名

設計図

8.建築工事に関する規定
9.道路工事に関する殻計固規定

i0.建築局の,補足函その他の要求権

11.正副二講に連出されるべき設計図
12.作成した本人によって署名されるべき設計図

13.設計図の縮尺 (*比率)
14.明確であるべき設計図､及びその素材 (*紙)について
15.殻計園否認の､建築局の頼限

16.[破棄]
認証
i7.横道詳記とともに連出されるべき故証

18.安定性証明書
*iS知

i9.建築局に連出済みの殻計園を作成した謎定人または重森済溝遣技締着は､契約終了の際は
その旨建築局に通知すること

20.建築または道路工事の開始前の建築局への通知
2i.登録済エレベータ一汗負人またはエスカレーター辞負人の選任は建築局に通知されること

22.弥定人一畳錬済構造技筒音その他の変更は建築局に通知されること
23.鑑定人または登録済構造技術者は､任務終了の際はその旨建築局に通知すること
24.任務終了の登轟済請負人の義務

25.建築工事完了の際の､登録済狩負人及び羅走建築士による証明書の振也
25A.水供給に関する畝証

26.道路工事完了の際の､登録済蹄負人及び怒走人による証明書の捷出
27.エレベーターまたはエスカレーター工事尭了の際の､豊泉済エレベーター請負人またはエ

スカレーター浄負人による証明書の提出

28.累急工事に関係する認定人及び登録済請負人による証明書の浸出

PART4.計画斉謎に甜する手続きと建築及び道路工事脚始の車扱
29.事認甲請
30.計画申拝

31.開始容認の申帝

32.開始承認

32A.(*r中間レベル地域｣) 'L池ID-LEVELSAREAHの定義
33.建築及び道路工事の修正と補足
34.-時中止工事再開の者認

pART5.建築または遠藤工事に関する認定人､登録済構造鼓締着及び登録済

甜負人の義務
35.この項で付与する義務は法令または他の規定によるどの義務に対しても損傷を与えてはな

らない

*懲寛人または登録済横道技術者
36.登鼻済辞負者-の､経走人による建築または道路工事計画書複写支給の義務
37.罷定人の監督と点検の義務
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38.規定第24条による通知の､委任者または登録済横道技術者による建築局への提出の義務

39.建築または道路工事の完了についての追加点横に鞘する料金

*登録済許負人
40.登録済請負人の､承認済み計画を現場において継続する義務

4i.登録済み締負人の監督義務

PART6.料金及び形式

42.料金

43.形式

PART7.強記

44.設計図を作成した認定人または登希済み横道技術者の､建築局に要求された書蝶を連出す

る義務

45.認秀人､登録済横道技締着,請負人その他の､職場の住所が変わったときに建築局に通知

する義務

46.特寮の事例にBEL､新計画を要求する穿薬局の権限

47.法令24頑による､設計にともなう通知

表､書式

F.建築物 (設計)法規

PARTl.総合

1.引証

2.解説

3.区画境界内のベランダとバルコニー､及びその許容範囲

4.建築物は障害や危険物となったり不法妨害を引き起こしてはならない

5.新建築物の敷地内での建築物への通路と､その規定､その他

6.建築局は､道路､街路の噂を決定する

PART2.突出鞠

7.ひさし､軒,モールディング
8.街路上にベランダは張り出してはならない

9.道路上に､バルコニーは張 り出してはならない
10.宥路上のバルコニーと天蓋

11.バルコニー前面と部面

12.天蓋に通じる出入口は遭ってはならない

13.ベランダとバルコニーの使用

14.[破棄]
15.街路上に､ ドアなどは開かれてはならない

PART3.高度､視野圏､区画率､オープンスペース及び通路

16.道蕗に解凍する建築物の高度

17.[破棄]

18.[破棄]

19.特定の事例における､建築局が建物に対して高度､視野卸､区画串を決克することについ
て

19A.特定の建物の奥行きに関する制約

20.視野藤の許容範囲

21.区画率の許容範囲

22.特定の事例においては挽野師及び区画串は超過可能
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23.規定19,20,21及び22に付加する規定
24.搾屑の高度

25.衷屋の面積
26.噂4.5.1以下の期存の道路上の新芽薬物は道路中央線よりはみだしてはならない (辛?)

27.切断
28.側道

PART4.照明と換気

29.周明と換気
30.住居もしくは事務所､台所として使用されている､またはそうした使用を目的とした部屋

の照明と換気

31.恋の最低条件
32.RESTRICTIOi10lVDISTAiVCEANYPARTOFROO氾対AYBEFRO対PRESCRIBEDVnrDOy
33.囲いベランダなどに向かって附かれる窓

34.事務所の､機械換気と人口照明
35.補助換気が必要な場合

36.(ヰ汚物処理)SOILFITIEhTT装置を含む部屋
37.減らしていけない明りと換気量

PART5.特段と火災避蕪装置
38.耐火性の帝段
39.得度

40.個別の使用を目的とした､建物中の輝度
41.避蕪の手段

42.腐 り場､ロビー､廊下

43.搾段からの産髄
44.回転 ドアと回惹木戸

PART6.裏屋

45.台所

46.アパート

47.土留壁に供宴する欝物
48.建物の一部をなす土管壁

49.豪農としてまたは危換な業務に用いてはならない建物

PART7. 位設建築物

50.偵殻建築物の定義と一時的材料

51.要求される申措

52.億殻建築物の配置

53.諦負人の (*物置小屋)SHED
54.必要とされる台所､仮便所,排水設備

55.安全な状態にすべき清線､ケーブル

56.建築局が物置小屋を設置
57.補成金

58.許可の取り消し

PART8. 材木置き場

59.材木置き場を囲う廿または壁

60. (暮他敷地の2メートル似内に殻覆して行けない懲)FEhTCESポOTTOBEyITIIN210F
OTHERPREMISES

61.材木の保管
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62.免除
63.罰

PART9.-時偵囲い､有蓋の通路と信号積

64.走出されるべき一時仮囲いその他の計画

65.許可書式及び要衷事項作成の穿薬局の韓限
66.-時佼闘いその他の推持

67.許可書の責任

68.安全な状熊にすべき活線とケーブル
69.保証金

70.許可の怒り消し

PARTIO.無記

71.囲いの無いベランダその他に向かう､または換気するための恵などの許可に関する建築局
の権喝

第1項.視野圏､区画率のパーセンテージ

2 家屋のオープンスペース

G.建築 (私道及びアクセス道路)法規

PARTl. 序

1.引証

2.解税

PART2.私道とアクセス道蕗の計画

3.既存の道路その他から連結可能な新道路､その他

4.歩声

5.私道と行き止まり道の幅

6.アクセス斉藤の儒

7.歩行者道路
8.凍石の範囲

9.直角にすべき交差点

10.主要蕗での起伏は不可
11.勾香己

12.水平カープ
13.垂直カーブ

14.特定の事例に置けるカーブ上の私道と行き止まり道の増噂

15.行き止まり道とアクセス道蕗での車両用方向転換地

PART3.私道､アクセス道蕗及び側道

16.私道､行き止まり道及びアクセス道蕗の表面仕上げ
17.歩行者道路､側道の表面仕上げ

18.歩道の表面仕上げ
19.凍石

20.凍石の高さ

21.横断勾盲己での反り

22.小昇降口の蓋と格子の傾斜度
23.小鼻棒口の妻の形

24.私道､その他の排水

25.水路

PART4.雑記
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26.公道に置ける全ての工事は建築局によって施行される
27.規定9.ll,12,13の要求を指示する､及び､その代わりの工事を要求する建築局

の権取
28.規寮 16の要求を指示する欝築局の海損
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